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はじめに  
 
福生市のような地方公共団体の会計は、公会計制度に基づいた単年度会計・現

金主義であり一年間にどのような収入があり、どのように使われたかということ

はわかりますが、所有する資産の価値がどれだけあり、また、どのくらいの負債

（借金）が残っているかということや、人的サービス・給付サービスのような資

産形成につながらない当該年度の行政サービスの提供に要したコスト（資源の消

費）などについては、わかりにくいものとなっています。  
これに対して民間企業（企業会計）では貸借対照表（バランスシート）や損益

計算書を使って資産内容や経営状況を知ることができるようになっております。  
情報公開や説明責任の時代にあって、民間企業のように資産や負債等のストッ

ク状況や期間損益のフロー状況を明らかにし、その情報を市民に提供するととも

に、併せて職員の経営感覚の向上や事業の効率化等を図るための方法として、昨

年度に引き続いてバランスシート（平成１４年３月３１日現在）を作成するとと

もに、このたび初めて行政コスト計算書（平成１３年４月 1 日～平成 14 年 3 月 31

日）を作成しました。  
このバランスシートと行政コスト計算書は、総務省（旧自治省）の「地方公共

団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」が、平成１２年３月及び平成１３

年３月に公表した全国統一様式の「作成マニュアル」に基づいて普通会計により

作成しておりますので、各自治体間の比較が容易に行える利点等があります。  
 
※ 普通会計とは、個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている等に

より、財政比較や統一的な掌握が困難であることから、総務省の定める基準によ

り地方財政統計上統一的に用いられる会計区分であり、一般会計と公営事業会計

以外の特別会計を合算したものです。 



2 

Ⅰ バランスシート  
 

 １ バランスシートとは 

バランスシートとは、地方公共団体が決算時点で保有する土地や建物等の資

産の状況とその資金調達の状況を一覧表にまとめたものです。 

借方にはこれまでに取得した土地、建物及び基金等、将来に残る財産等が計

上されています。 

貸方には地方債の残高、債務負担行為、職員の退職給与引当金等、将来の世

代が負担しなければならない額、また、国・都支出金として受けた額、一般財

源として使った額等の今までの世代が負担した額が計上されています。 

 

借  方 貸  方 

負  債 
（地方債、退職給与引当金） 

資  産 
（土地、建物、現金、基金等） 

正味資産 
（国庫支出金、都支出金、 

一般財源等） 

 

 



3 

２ 平成１３年度バランスシート 

 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

借       方  貸       方 
［資産の部］ 
 

１ 有形固定資産 

(１)総務費         3,817,426 

(２)民生費         3,352,527 

(３)衛生費         3,223,848 

(４)労働費             0 

(５)農林水産業費        4,958 

(６)商工費          29,624 

(７)土木費        39,815,526 

(８)消防費          540,849 

(９)教育費        28,970,314 

(10)その他          49,124 

   計         79,804,196 

       （うち土地 36,574,026） 

 

  有形固定資産合計        79,804,196 

 

２ 投資等 

(１)投資及び出資金      545,203 

(２)貸付金           6,000 

(３)基金 

 ①特定目的基金 9,170,752 

 ②土地開発基金     0 

 ③定額運用基金  22,000 

  基金計         9,192,752 

(４)退職手当組合積立金    874,253 

 

  投資等合計           10,618,208 

 

３ 流動資産 

(１)現金・預金 

 ①財政調整基金 2,091,737 

 ②減債基金       0 

 ③歳計現金    586,335 

  現金・預金計     2,678,072 

(２)未収金 

 ①地方税     553,752 

 ②その他     47,183 

  未収金計        600,935 

 

  流動資産合計           3,279,007 

 

資産合計             93,701,411 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［負債の部］ 
 

１ 固定負債 

 

(１)地方債      10,702,664 

 

(２)債務負担行為 

 ①物件の購入等  0 

 ②債務保 証又 は損 失補 償 0 

  債務負担行為計       0 

 

(３)退職給与引当金   4,217,994 

 

(４)その他           0 

 

 

  固定負債合計         14,920,658 

 

２ 流動負債 

 

(１)翌年度償還予定額   810,415 

 

(２)翌年度繰上充用金      0 

 

  流動負債合計           810,415 

 

 

 

負債合計             15,731,073 

 

 

［正味資産の部］ 
 

１ 国庫支出金    19,132,694 

 

２ 都道府県支出金  11,123,025 

 

３ 一般財源等    47,714,619 

 

 

正味資産合計         77,970,338 

 

負債・正味資産合計      93,701,411 

 ※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等に係るもの     1,159,565 千円 

               ②債務保証又は損失補償に係るもの 1,072,266 千円 

               ③利子補給等に係るもの          0 千円 
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３ 財務分析 

 

(1)社会資本形成の世代間負担比率 

①目的 

 

 

 

 

 

 

 

※地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書(平成 11 年度 P.13) 

 

②算出方法 

 

 

 

 

 

 

「正味資産合計」は地方公共団体の社会資本形成のうち、国庫支出金や一般

財源といったこれまでの世代が既に負担した金額を表します。一方「負債合計」

は社会資本形成が地方債や債務負担行為といった将来の世代に負担させるこ

とによって形成された金額を表します。 

将来世代への負担を考慮した場合、「これまでの世代による社会資本の負担

比率」(「正味資産合計」を分子とした負担比率)が高いことが望まれます。 

 

③分析 

「これまでの世代による社会資本の負担比率」は、平成 12 年度の 98.7％に

対して平成 13 年度には 97.7％となっており、1.0 ポイント低下しています。 

また、「後世代による社会資本の負担比率」も前年度比で 0.4 ポイント低下

しています。 

 

社会資本の整備の結果を示す有形固定資産のうち、正味資産による整備

の割合を見ることによって、これまでの世代によって既に負担された分の

割合を見ることができると考えられる。  
 また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない分の割合を見る

ことができる。  

これまでの世代による社会資本の負担比率 

              ＝正味資産合計÷有形固定資産合計 

後世代による社会資本の負担比率 

              ＝負債合計÷有形固定資産合計 
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表１ 社会資本負担比率                 (単位：千円、％) 

年度 

項目 
平成 12 年度 平成 13 年度 13 年度-12 年度 

有 形 固 定 資 産 合 計    

Ａ 
78,430,387 79,804,196 1,373,809 

正 味 資 産 合 計    Ｂ 77,430,416 77,970,338 539,922 

負 債 合 計    Ｃ 15,776,029 15,731,073 △44,956 

社会資本負担比率 B/A（実績） 98.7 97.7 △1.0 

社会資本負担比率 C/A（将来） 20.1 19.7 △0.4 

地 方 債 10,759,780 10,702,664 △57,116 

 

(2)予算額対資産比率 

①目的 

 

 

 

※地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書(平成 11 年度 P.13) 

 

②算出方法 

 

 

 

 

「資産合計」は地方公共団体の社会資本形成の総額を表します。これを「歳

入合計」で除することにより社会資本形成のために何年分の歳入が充当された

かを見ることができます。この比率を他の団体と比較することにより、これま

で資本的支出に重点をおいてきたのか、あるいは費用的支出に重点をおいてき

たのかが示されます。 

更に予算額対正味資産比率を計算することによって、これまでの世代による

社会資本形成(正味資産)は何年分の歳入に相当するのかが把握できます。 

 

③分析 

平成 13 年度においては、予算額対資産比率は 4.18 年、予算額対正味資産比

率は 3.48 年となっています。平成 12 年度と比べ、資産比率で 0.08 年分、正

味資産比率で同 0.07 年分の社会資本の蓄積が進んだものと考えられます。ま

た、平成 13 年度の歳入合計は前年度比 1.3％の減となっているのに対して、

資産合計は 0.5％、正味資産合計は 0.7％の増加を示しています。 

 歳入総額に対する資産の比率を計算することにより、ストックである

資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを見ることができる。  

予 算 額 対 資 産 比 率＝資 産 合 計÷歳入合計  
予算額対正味資産比率＝正味資産合計÷歳入合計  
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表２ 予算額対資産比率及び正味資産比率    (単位 金額：千円、比率：倍) 

年度 

項目 
平成 12 年度 平成 13 年度 13 年度-12 年度 

13 年度/12 年

度 

歳 入 合 計  Ａ 22,730,378 22,436,469 △293,909 0.987 

資 産 合 計  Ｂ 93,206,445 93,701,411 494,966 1.005 

正味資産合計  Ｃ 77,430,416 77,970,338 539,922 1.007 

予算額対資産比率 

Ｂ／Ａ 
4.10 4.18 0.08 ― 

予算額対正味資産比率 

Ｃ／Ａ 
3.41 3.48 0.07 ― 

 

(3)有形固定資産の行政目的別割合 

①目的 

 1)有形固定資産の行政目的別割合 

 

 

 

 

 

 

 

※地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書(平成 11 年度 P.13) 

 

②算出方法 

 

 

 

 

 

これまでの社会資本形成がどこに重点を置いて進められてきたのかを明らかに

するため、社会資本形成を行政目的別に見ます。また、他団体と比較することに

より、社会資本形成の差異を見ることも可能となります。更に、地方公共団体の

基本構想や長期計画などと比較することにより、現状の把握と将来何が必要かと

いった社会資本投資に係る検討の材料とすることも可能になります。 

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資

産形成の比重を把握することができる。  
このデータを団体間で比較することにより、団体ごとの資産形成の特

徴を理解することができる。  
こうした分析により今後の資産整備の方向性を検討するのに役立つも

のと考えられる。  

(例) 

有形固定資産のうち総務費の占める割合＝総務費÷有形固定資産合計 

有形固定資産のうち民生費の占める割合＝民生費÷有形固定資産合計  
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③分析 

平成 13 年度においては、前年度と同様に土木費の割合が最も高く、全体の

49.89％を占め、次いで教育費が 36.30％となっています。その他では総務費、

民生費、衛生費が 4％台の水準となっています。 

 

表３ 有形固定資産の行政目的別割合      (単位 金額：千円、構成比：％) 

平成 12 年度 平成 13 年度 
区  分 

金 額 構成比 金 額 構成比 

総  務  費 3,694,557 4.71 3,817,426 4.78 

民  生  費 3,487,851 4.45 3,352,527 4.20 

衛  生  費 3,353,088 4.28 3,223,848 4.04 

労  働  費 0 0.00 0 0.00 

農林水産業費 4,135 0.01 4,958 0.01 

商  工  費 31,161 0.04 29,624 0.04 

土  木  費 38,243,720 48.76 39,815,526 49.89 

消  防  費 574,654 0.73 540,849 0.68 

教  育  費 28,990,705 36.96 28,970,314 36.30 

そ  の  他 50,516 0.06 49,124 0.06 

計 78,430,387 100.00 79,804,196 100.00 

う ち 土 地 34,583,660 44.09 36,574,026 45.83 

 

(4)有形固定資産の行政目的別経年比較 

 ①目的 

 

 

 

※地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書(平成 11 年度 P.13) 

 

有形固定資産の行政目的別残高を経年比較することにより、行政分野ごと

に社会資本形成の推移を見ることができます。 

 

 ②算出方法 

  「(3)有形固定資産の行政目的別割合」参照。 

 

 ③分析 

平成 13 年度と平成 12 年度を比較すると、総務費は市民会館小ホール舞台

音響照明設備改良事業等により 3.33％の増、民生費は高齢者在宅サービス

センター等緊急整備事業補助金等を実施したものの、減価償却がこれを上回

行政目的別の有形固定資産を経年比較することにより、行政分野ごとに社

会資本がどのように形成されてきたかを理解することができる。  
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り 3.88％の減、衛生費も公園便所改築工事を実施したものの、減価償却が

これを上回り 3.85％の減、土木費は下の川緑地（仮称）新設事業、都市計

画道路整備事業、福生駅西口市営駐車場（仮称）新設事業等により 4.11％

の増、そして教育費は、第六小学校及び第三中学校の防音機能復旧（復機）

事業等を実施したものの、減価償却がこれを上回り 0.07％の減となってい

ます。 

 

表４ 有形固定資産の行政目的別経年変化  (単位 金額：千円、増減率：％) 

区 分 平成 11 年度 平成 12 年度 
対前年度

増減率 
平成 13 年度 

対前年度

増減率 

総 務 費 3,531,820 3,694,557 4.61 3,817,426 3.33 

民 生 費 3,566,650 3,487,851 △2.21 3,352,527 △3.88 

衛 生 費 3,483,802 3,353,088 △3.75 3,223,848 △3.85 

労 働 費 0 0 0.00 0 0.00 

農林水産業費 3,682 4,135 12.30 4,958 19.90 

商 工 費 32,697 31,161 △4.70 29,624 △4.93 

土 木 費 36,127,698 38,243,720 5.86 39,815,526 4.11 

消 防 費 593,943 574,654 △3.25 540,849 △5.88 

教 育 費 28,389,376 28,990,705 2.12 28,970,314 △0.07 

そ の 他 51,910 50,516 △2.69 49,124 △2.76 

計 75,781,578 78,430,387 3.50 79,804,196 1.75 

 

(5)市民一人当りバランスシート 

①目的 

 

 

 

 

※地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書(平成 11 年度 P.13) 

通常のバランスシートでは、団体の人口規模等により単純な他団体比

較が困難であるが、バランスシート各項目の数字を市民一人当りで算出

することにより、単純な比較に役立つものと考えられる。  
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②算出方法 

 

 

 

 

 

③分析 

 平成 13 年度の市民一人当たりの金額は、前年度と比較して、資産の部では、 

有形固定資産が下の川緑地（仮称）新設事業等により 1.4％の増、投資等が土 

地開発基金条例の廃止等により 7.5％の減、流動資産が歳計現金（形式収支） 

の減額等により 2.2％の減となりました。 

 一方、負債及び正味資産の部では、固定負債が地方債の減額等により 1.0％ 

の減となったものの、流動負債が翌年度償還予定額の増加により 7.4％の増と 

なり、また、正味資産が国庫支出金等の増額により 0.3％の増となりました。 

（例）  
市民一人当たりの社会資本形成＝有形固定資産合計÷人口  
市 民 一 人 当 た り の 負 債 額＝負 債 合 計÷人口  
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表５－1 市民一人当りバランスシート(平成 14 年 3 月 31 日現在)（要約) 

(単位：千円) 

 
金   額 一人当り 

 
金   額 一人当り 

[資産の部 ]   [負債の部 ]   

1.有形固定資産 79,804,196 1,276.8 1.固定負債   

2.投資等   (1)地方債 10,702,664 171.2 

(1)投資及び出資 金 545,203 8.7 (2)退職給与引当 金 4,217,994 67.5 

(2)貸付金 6,000 0.1 固定負 債計 14,920,658 238.7 

(3)基金 9,192,752 147.1 2.流動負債   

(4)退職手当組合 積立金 874,253 14.0 (1)翌年度償還予 定額 810,415 13.0 

  投資計 10,618,208 169.9   流動負債計 810,415 13.0 

3.流動資産    負債 合計 15,731,073 251.7 

(1)現金・預金 2,678,072 42.8 [正味資産の 部]   

(2)未収金 600,935 9.6 1.国庫支出金 19,132,694 306.1 

流動資 産計 3,279,007 52.5 2.都支出金 11,123,025 178.0 

   3.一般財源等 47,714,619 763.4 

    正味 資産 合計 77,970,338 1,247.5 

資産合 計 93,701,411 1,499.2 

 

負債・ 正味 資産合 計 93,701,411 1,499.2 

  ※人口：62,503 人（平成 14 年 1 月 1 日） 
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表５－２ 市民一人当たりバランスシート（年度間比較） 

(単位：千円) 

 平成 12 年度 平成 13 年度 増 減 額 増 減 率(%) 

[資産の部]     

1.有形固定資産 1,259.4 1,276.8 17.4 1.4 

2.投資等     

(1)投資及び出資金 7.7 8.7 1.0 13.0 

(2)貸付金 0.6 0.1 △0.5 △83.3 

(3)基金 163.8 147.1 △16.7 △10.2 

(4)退職手当組合積立金 11.5 14.0 2.5 21.7 

  投資等計 183.6 169.9 △13.7 △7.5 

3.流動資産     

(1)現金・預金 43.1 42.8 △0.3 △0.7 

(2)未収金 10.6 9.6 △1.0 △9.4 

流動資産計 53.7 52.5 △1.2 △2.2 

資産合計 1,496.7 1,499.2 2.5 0.2 

 

 平成 12 年度 平成 13 年度 増 減 額 増 減 率(%) 

[負債の部]     

1.固定負債     

(1)地方債 172.8 171.2 △1.6 △0.9 

(2)退職給与引当金 68.4 67.5 △0.9 △1.3 

固定負債計 241.2 238.7 △2.5 △1.0 

2.流動負債     

(1)翌年度償還予定額 12.1 13.0 0.9 7.4 

  流動負債計 12.1 13.0 0.9 7.4 

 負債合計 253.3 251.7 △1.6 △0.6 

[正味資産の部]     

1.国庫支出金 304.9 306.1 1.2 0.4 

2.都支出金 178.2 178.0 △0.2 △0.1 

3.一般財源等 760.3 763.4 3.1 0.4 

 正味資産合計 1,243.4 1,247.5 4.1 0.3 

負債・正味資産合計 1,496.7 1,499.2 2.5 0.2 
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(参考)その他の分析手法・・・正味資産比率 

 

 「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」の｢作成マニュア

ル」に示されたバランスシートに係る分析項目は、以上(1)～(5)ですが、その

他の分析手法の例として正味資産比率があります。 

  

 ①目的 

企業会計における「自己資本比率」に相当し、正味資産比率が高いほど財

政状態が健全であるといえます。 

 

   ※留意事項 

    地方公共団体のバランスシートの「正味資産」はこれまでの世代の社会

資本形成の負担額であり、企業会計上の自己資本である社外からの資本及

び獲得した利益の内部留保の額とは異なります。したがって、投資余力の

大きさには直接的にはつながらない点に留意する必要があります。 

  

   ②算出方法 

 

 

 

   ③分析 

平成 13 年度は平成 12 年度よりも正味資産比率が若干大きくなっており、

財政状態がより改善されたものと考えられる。 

 

表６ 正味資産比率        (単位 金額：千円、比率：実数) 

年度 

項目 
平成 12 年度 平成 13 年度 

正味資産合計 77,430,416 77,970,338 

負債・正味資産合計 93,206,445 93,701,411 

正味資産比率 0.831 0.832 

 

正味資産比率＝正味資産合計÷負債・正味資産合計  
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バランスシートに使用されている用語  
 
○借方：資金の使いみち  
○貸方：資金の調達方法  
○有形固定資産：昭和 44 年度以降に取得した土地、建物などの財産価額  
        土地は購入価格、建物等は減価償却後の価額  
        行政目的別に区分されている  
 ・総務費：庁舎、市民会館等  
 ・民生費：福祉センター、保育園、児童館  
 ・衛生費：健康センター、保健センター、リサイクルセンター  
 ・農林水産業費：（家庭菜園整備）  
 ・商工費：商工業施設への補助金  
 ・土木費：道路、公園、市営住宅、自転車駐車場  
 ・消防費：分団車庫、備蓄庫、耐震性貯水槽、消防ポンプ車  
 ・教育費：小中学校校舎、体育館、図書館、中央体育館、地域体育館、プール  
 ・その他：上記に分類されないもの、議長車  
○投資及び出資金：下水道会計繰出金のうち資本に分類されている額  
         福生市土地開発公社出資金、（財）東京都高齢者事業振興財団出え  

ん金等の 6 団体への出資金  
○貸付金：社会福祉協議会（生活資金貸付金）  
○基金：特定目的基金のうち、一部（10 億 3,908 万 1,798 円）を福生市土地開発公社  

に貸し付けている  
○退職手当組合積立金：年度末における退職手当組合の積立金総額を給料総額で按分  

した  
○歳計現金：歳入－歳出  
○未収金：収入未済額（決算書より）  
 ・地方税：収入未済額（決算書より）  
 ・その他：税以外の収入未済額  
○固定負債：翌年度以降にかかる負債額  
 ・地方債：翌年度に予定されている元金償還額を控除した額  
 ・債務負担行為：ＰＦＩ等により整備した資産で、債務負担行為による債務が残っ  

ている額  
 ・退職給与引当金：年度末に職員全員が普通退職したと想定し、その要支給額  
○流動負債：地方債の翌年度償還予定額  
 ・翌年度償還予定額：翌年度に償還する元金  
○正味資産：企業では資本に分類されている。今までの世代が負担してきた額（現金  

で支出した額）  
○国庫支出金：有形固定資産を取得するために得た国庫補助金  
○都道府県支出金：有形固定資産を取得するために得た都補助金  
○一般財源等：有形固定資産を取得するために使った一般財源等  
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Ⅱ 行政コスト計算書  
 
 １ 行政コスト計算書とは  
 
  バランスシートが地方公共団体の決算時点で保有する土地や建物等の資産の

状況及びその資金調達の状況を明らかにするものであるのに対し、行政コスト

計算書は、人的サービスや給付サービスのような資産形成につながらない当該

年度の行政サービスの提供に要したコスト（資源の消費）を明らかにするもの

です。  
  行政コスト計算書の作成にあたっては、地方公共団体の活動実績をコストに

着目して把握するものであるため、現金の支出だけでなく、減価償却費、不納

欠損額、退職給与引当金繰入等の非現金支出もコストとして計上します。  
  「行政コスト」の分類は、行政の分野ごとに、その性質別の内訳を示すこと

としており、民生費、土木費、教育費等の目的別経費の項目と「人にかかるコ

スト」（人件費等）、「物にかかるコスト」（物件費等）、「移転支出的なコスト」

（扶助費等）等の性質別経費の項目を合わせる形になっています。  
  一方、「収入項目」は、地方公共団体が一年間の行政活動によって得た収入を

表し、「使用料・手数料等」、「国庫（都）支出金」及び「一般財源」に分類しま

す。  



2 平成13年度
（自平成13年4月1日　至平成14年3月31日）

総　額 (構成比率) 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

（１）人件費 3,965,953 21.2 258,844 1,310,317 602,204 212,621 0 40,438 37,732 356,708 15,584 1,131,505

（２）退職給与引当金繰入等 120,024 0.6 7,833 39,655 18,225 6,435 0 1,224 1,142 10,795 472 34,243

　　小　　　計 4,085,977 21.9 266,677 1,349,972 620,429 219,056 0 41,662 38,874 367,503 16,056 1,165,748 0 0 0 0

（１）物件費 3,097,808 16.6 15,802 601,234 368,522 823,417 105,615 7,110 32,823 267,047 53,394 822,844

（２）維持補修費 87,914 0.5 0 3,917 892 26,455 0 0 0 38,727 155 17,768

（３）減価償却費 2,057,825 11.0 0 64,222 157,830 152,425 0 220 1,537 986,410 58,673 636,508

　　小　　　計 5,243,547 28.0 15,802 669,373 527,244 1,002,297 105,615 7,330 34,360 1,292,184 112,222 1,477,120 0 0 0 0

（１）扶助費 4,257,606 22.8 4,197,437 0 60,169

（２）補助費等 2,836,158 15.2 2,379 84,425 320,804 1,359,463 352 902 43,030 20,881 814,999 188,923

（３）繰出金 1,681,389 9.0 1,005,340 0 0 0 0 676,049 0 0

（４）普通建設事業費
      （他団体等への補助金等）

　　小　　　計 8,885,077 47.5 2,379 105,056 5,530,405 1,359,463 352 902 60,345 762,084 814,999 249,092 0 0 0 0

（１）災害復旧事業費 15,649 0.1 15,649

（２）失業対策事業費 0 0.0

（３）公債費（利子分のみ） 375,042 2.0 375,042

（４）債務負担行為繰入 0 0.0

（５）不納欠損額 90,143 0.5 90,143

　　小　　　計 480,834 2.6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15,649 375,042 0 90,143

18,695,435 284,858 2,124,401 6,678,078 2,580,816 105,967 49,894 133,579 2,421,771 943,277 2,891,960 15,649 375,042 0 90,143

1.5 11.4 35.7 13.8 0.6 0.3 0.7 13.0 5.0 15.5 0.1 2.0 0.0 0.5

807,186 0 95,964 323,282 103,834 0 85 0 171,534 1,124 57,659 0 53,704 0 0

4.3 0.0 4.5 4.8 4.0 0.0 0.2 0.0 7.1 0.1 2.0 0.0 14.3 0.0 0.0

3,876,737 0 169,966 2,788,529 245,647 3 1,320 2,570 342,502 163,630 153,771 7,000 1,799 0 0

20.7 0.0 8.0 41.8 9.5 0.0 2.6 1.9 14.1 17.3 5.3 44.7 0.5 0.0 0.0

13,626,821 　※｢使用料・手数料等｣…分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

72.9 　※｢一般財源｣…地方税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、軽油・自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、

18,310,744 　　　　　　　　 　　　交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金

47,344,286

47,714,619 15

（ 構 成 比 率 ）

　[収入項目]

　[行政コスト]

行　政　コ　ス　ト　　　　　　　　　ａ

4

１　使用料・手数料等　　　　　　　ｂ

　　　　　　ｂ／ａ

２　国庫（都）支出金　　　　　　　ｃ

　　　　　　ｃ／ａ

３　一 般 財 源  　　　　　　　　　ｄ

　　　　　　ｄ／ａ

収入（ｂ＋ｃ＋ｄ）　　　　　　　　   ｅ
４　正味資産国庫（都）

0.6 0 20,631

　　　行政コスト計算書

1

2

3

109,924 6,824 0 0 0 17,315 65,154 0 0

（単位：千円）

調　　　　　整　　　　　額

６　期 末 一 般 財 源 等

755,024

５　期 首 一 般 財 源 等

370,333

　　  支出金償却額            　             f

差　　引　　（ｅ＋ｆ－ａ）
一 般 財 源 等 増 減 額
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 ３ 財務分析  
 
  平成 13 年度の行政コストは、総額約 186 億 9,500 万円でした。 

  性質別の経費内訳として、扶助費等「移転支出的なコスト」が全体の半分近

い 47.5％を占め、次いで物件費等「物にかかるコスト」が 28.0％、人件費等「人

にかかるコスト」が 21.9％、公債費（利子分）等の「その他のコスト」が 2.6％

という順になっています。 

  また、目的別経費の内訳としては、民生費が最もコストがかかっており、全

体の 3分の 1強の 35.7％を占め、次いで教育費が 15.5％、以下衛生費が 13.8％、

土木費が 13.0％、総務費が 11.4％と続いています。 

  一方、これらの行政コストに対する収入項目としては、使用料・手数料等の

割合が 4.3％、国庫・都支出金が 20.7％、そして市税等の一般財源が、72.9％

となっています。 

  この中から、扶助費等「移転支出的なコスト」が最もかかっている民生費に

着目しますと、「移転支出的なコスト」総額約 88 億 8,500 万円のうち、民生費

が約 55億 3千万円で 62.2％を占め、また、民生費の行政コスト総額約 66億 7,800 

万円では、「移転支出的なコスト」が大部分（82.8％）を占めていることがわか

ります。さらに、民生費の収入項目では、使用料・手数料等の割合が 4.8％、国

庫・都支出金が 41.8％、残りは一般財源で賄われていることがわかります。 



17 

行政コスト計算書に使用されている用語 

 

○人件費：決算統計における「人件費」の額から退職手当組合負担金を除いた額 

○退職給与引当金繰入等：バランスシートにおける退職給与引当金の当年度増減額に  
退職手当組合積立金の当年度増減額と退職手当組合負担金支出額との差額  
を増減した額  

○物件費：旅費、需要費、役務費、備品購入費、委託料等で、決算統計における「物  
件費」の額  

○維持補修費：道路、公園、学校、庁舎等、公用・公共施設等の維持補修経費で、決  
算統計における「維持補修費」の額  

○減価償却費：土地を除く建物等の有形固定資産について計上するもので、普通建設  
事業費の各区分ごとに設定した耐用年数により、定額法で計算する  

○扶助費：生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等に基いて対象者に支給する経費で  
決算統計における「扶助費」の額  

○補助費等：負担金、補助金、交付金等で、決算統計における「補助費等」の額から  
退職手当組合負担金等を除いた額  

○繰出金：決算統計における「繰出金」の額からバランスシートに計上することとさ  
れたものを除いた額  

○普通建設事業費（他団体等への補助金等）：決算統計における「普通建設事業費」の  
額のうち、他団体に支出した補助金等で当市の資産として計上されないも  
のの額  

○災害復旧事業費：決算統計における「災害復旧事業費」の額  
○失業対策事業費：決算統計における「失業対策事業費」の額  
○公債費（利子分のみ）：地方債の元利償還額のうち、バランスシートに計上されるこ  

ととなる元金償還額を除く利子償還額  
○債務負担行為繰入：債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、当年度に債  

務が確定した額で、当年度履行額を除いた額  
○不納欠損額：未収金のうち、回収できない見込みとなったものについて不納欠損処  

理をした額  
○使用料・手数料等：行政コスト計算書中に別掲  
○国庫（都）支出金：バランスシートに計上されることとなる資産形成に資する国庫・ 

都支出金額を除く国庫・都支出金額  
○一般財源：行政コスト計算書中に別掲  
○正味資産国庫（都）支出金償却額：資産の減価償却に伴い償却するバランスシート  

の「正味資産」に計上した国庫・都支出金の償却額  
○期首一般財源等：前年度末現在のバランスシートの「一般財源等」の額  
○期末一般財源等：「期首一般財源等」の額に「差引一般財源等増減額」を加えた額で、  

当年度末現在のバランスシートの「一般財源等」の額に一致する  




